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1安定な準ニュートン法   

本稿では，次の無制約最小化問題に対する数値解法を考える．  

【UMP】．／‥月丁‘′→月のとき，．「（ご）をご∈月花について最小化せよ・  

問題【し丁九ノ1P】を解くための準ニュートン法のアルゴリズムのプロトタイプは，以下の通りである．   

［NIJ］  

SL（）l）0．初期点．r。∈打lと初期行列軌∈ⅣlXル を与える．ん＝0とおく．  

Stepl・LI∇！（xk）＝が非常に小さいならば停止する．さもなければStep2へいく．  

SLep2．次の線形方程式を解いて，探索方向dたを作る  

（1．1）  βムd＝－∇ノ（ご上）・   

S呵J3‥rトり＝ごん＋dい∫上とおく．ただし，0′ムは適当なステップ幅である．   

St．ep4．新しい行列仇＋1を作り，ん＝ん＋1とおいて，Steplへ行く・ロ  

ここで，行列軌はヘッセ行列∇2荘rり白身，もしくはその近似である．アルゴリズムのStep4の凱  

を変えることによって，いろいろな解法が得られる．   

準ニュートン法においては，ヘッセ行列の近似行列の正定値対称性の保証が，アルゴリズムの安定性に  

本質的に望ましい．仇が正定値対称であれば，探索ベクトルは．／（ご）の減少方向となり，したがって直線  

探索では0・上＞0となる．このような手法のクラスを，直線探索戦略という．本稿では，正定値性の保証さ  
れた仇を伴う直線探索戦略に基づく準ニュートン法を，安定な準ニュートン法と定義する．   

－アルゴリズム［NI小こおいて，セカント条件と正定値対称性を保証するβ“1のクラスとして，次のよう  
な更新公式が得らj‘lる．  

＋＋（抽両㌃，  β上β長βrβ上  
β上＋1＝β長一   （1．2）  

βどβたβた  

ただし，β七＝エ㌃エ上，祉たはβrエ㌃叫≠0を満たす任意のベクトルで，  

（1・3）  
ひ上＝一  

また，5上＝ごトり－ご上，y上＝∇／（ご上＋1）－∇／（ごた）である・  

ー86－   
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2 局鰍牲   
ここでは，安定な準ニュートン法のクラス（1．2）の，局所的超一次収束性を示す定理を与える．   

非負のパラメータ¢上を持つBroyden公式族は（1．2）含まれ，かつ定理の条件を満たすことに注意する．   

β⊂月，lを開凸集合とし，ノ（ご）の局所最適解ご．を含むものとする．ノ（ご）は以下の仮定を満たすものと  

する．   

（Al）任意のご∈βに対して，次の条件を満たす正定数∈とpが存在する．   

（2．1）  ll∇2J（ご）－∇2J（ご．）ll≦甜ご－㌫llγ   

（A2）∇2Jはご．で正定植対称である．   

また，行列Qに対してl岡＝FはFrobelliusノルム，11Q＝叩＝＝〟‾1（フ八丁‾川Fとする．   

このとき，以下の結果を得る．  

［定理］   

仮定（Al）および（A2）が満たされているとし，β上は（1・2）によって更新されるものとする．このとき，  

正の定数7フ1と叩2があって，視たが  

11㌫一点上言川2  
（2．2）  ll（串恥相木ポーγ鳥γr川叩≦7ブ1   

を満足するものとする．点列（∬上）は  

＋叩コケ言  

1l言川2  

ご上＋1＝ガム＋5上，風潮＝－∇ノ（ごり・  （2．3）  

によって定義されるものとする．   

このとき，任意のレ∈（0，1）に対して，正定数どと∂が存在して，  

lト0－㌫ll≦ご， ご0∈β   

および  

1lβ0－∇2ノい，J‖F〃≦∂，  

であれば，点列（ご上）は轟こ超一次収束する．  

ここに，  
翫  βムβ上  

U⊥＝‾   
茹師   

および  

グム＝111aX川∬ル1－ご川，llユ‥ムー∬川），   

さらに  

n・J＝∇2ノ（J．）を．∂上＝爪す‾1βた肘‾1，言上＝机上，β刷＝ハイ‾1β頼爪イ‾1  

である 
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